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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
地中に所要の距離を存して配置されるハンドホールの接続側の壁面に、ケーブルを挿通す
るための鞘管の複数を個別に受け入れるためのベルマウス付ソケットを一体化させて形成
したベルブロックの基端部を固着し、該ベルブロックの接続側の壁面から突出する前記各
ベルマウス付ソケットの先端部から前記鞘管をスライド自在に装着すると共に、これら鞘
管の複数を囲繞して設けた保護管の基端部を前記ベルブロックにスライド自在に装着し、
前記ベルブロックに対して鞘管と保護管のスライドによるやり取りによって管路を形成す
るよう構成したことを特徴とするケーブル用管路。
【請求項２】
前記ベルマウス付ソケットは、前記ハンドホール側に位置する開口部内にケーブルを案内
するためのガイド部を形成すると共に、他端開口部側から前記ガイド部の近傍に至る内部
をガイド部側の内径よりも拡径して鞘管スライド部を形成したことを特徴とする請求項１
に記載のケーブル用管路。
【請求項３】
前記保護管は、コルゲート管であることを特徴とする請求項１に記載のケーブル用管路。
【請求項４】
地中に所要の距離を存して配置したハンドホール間にケーブルを収容する複数の鞘管と、
該複数の鞘管を囲繞する保護管を使用してケーブル用管路を構築するに際し、前記各ハン
ドホールの接続側の壁面に設けたベルブロックの個々のベルマウス付ソケット内に鞘管の
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一端部をスライド自在に装着すると共に、複数の鞘管を囲繞して設けた保護管の一端部を
前記ベルブロックの外周部にスライド自在に装着し、各ハンドホール側から他方のハンド
ホール側に順次鞘管と保護管を接続し、両ハンドホールから接続した鞘管および保護管の
他端部が互いに近接したとき、各鞘管の少なくとも一方を、ベルマウス付ソケットの内部
でハンドホール側にスライドさせ、前記接近した相互の鞘管で形成された間隔にほゞ等し
い長さの連結用鞘管によって両側から延出してきた鞘管同士を、前記スライドさせた鞘管
のベルマウス付ソケット内での引き戻しにより接続し、ついで連設によって接近した少な
くとも一方の保護管をスライドさせて両側から延出してきた保護管の先端部同士を機密に
接続することを特徴とするケーブル用管路の構築法。
【請求項５】
前記保護管は、両側のハンドホールから延びた鞘管同士を連結用鞘管で一体的に連結し、
かつ保護管の先端部同士を機密に接続したのち、各ハンドホールの壁面に保護管の基端部
をレジンコンクリートによって一体的に固着することを特徴とする請求項４に記載のケー
ブル用管路の構築法。

【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
この発明は、電力ケーブルや通信ケーブルあるいは光ファイバーなどのケーブルを地中に
構築する際に使用するためのケーブル用管路と、該管路の構築法に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
一般に、電力ケーブルや通信ケーブルなどを地中に埋設するには、土圧や地下水の影響を
受けないようにするため、ケーブルを保護管内に通して保護し、該保護管の複数本をまと
めて管台に集束させ、この管台で集束された保護管を地中の要所に設置されたコンクリー
トなどで作られた点検用のハンドホールに接続して管路を形成している。
【０００３】
一方、かゝる電力ケーブルや通信ケーブルに対して、近年光による通信方式として優れた
特性を有する光ファイバーケーブルを用いた通信網の設立が急速に普及しつゝある。
この光ファイバーケーブルによる通信網の地中への構築は、通常、作業溝であるハンドホ
ール、光ファイバーケーブルを収容する鞘管、該鞘管を収容する保護管および前記ハンド
ホールと鞘管、保護管とを接続するためのベルブロックとからなる管路で構成されている
。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
この光ファイバーケーブルによる通信網の構築は、敷設の対象が電力ケーブルや通信ケー
ブルとは異なっているため、前記電力ケーブルや通信ケーブルなどとは異なったより高い
安全性、すなわち、漏水に対する防御、地盤沈下による耐久性および耐震性などに優れた
緻密な管路構造であることを要求されている。
また、構築のための作業が容易で、低廉な費用によって構築できるものであることが要求
されている。
【０００５】
この発明はかゝる現状に鑑み、前記電力ケーブルや通信ケーブルの地中への構築に充分適
用が可能であると共に、特に、光ファイバーケーブルによる通信網のための管路を安全か
つ容易に構築することができるケーブル用管路と、該管路の構築法を提供せんとするもの
である。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
前記の目的を達成するため、この発明の請求項１に記載のケーブル用管路は、地中に所要
の距離を存して配置されるハンドホールの接続側の壁面に、ケーブルを挿通するための鞘
管の複数を個別に受け入れるためのベルマウス付ソケットを一体化させて形成したベルブ
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ロックの基端部を固着し、該ベルブロックの接続側の壁面から突出する前記各ベルマウス
付ソケットの先端部から前記鞘管をスライド自在に装着すると共に、これら鞘管の複数を
囲繞して設けた保護管の基端部を前記ベルブロックにスライド自在に装着し、前記ベルブ
ロックに対して鞘管と保護管のスライドによるやり取りによって管路を形成するよう構成
したことを特徴とするものである。
【０００７】
また、この発明の請求項４に記載のケーブル用管路の構築法は、地中に所要の距離を存し
て配置したハンドホール間にケーブルを収容する複数の鞘管と、該複数の鞘管を囲繞する
保護管を使用してケーブル用管路を構築するに際し、前記各ハンドホールの接続側の壁面
に設けたベルブロックの個々のベルマウス付ソケット内に鞘管の一端部をスライド自在に
装着すると共に、複数の鞘管を囲繞して設けた保護管の一端部を前記ベルブロックの外周
部にスライド自在に装着し、各ハンドホール側から他方のハンドホール側に順次鞘管と保
護管を接続し、両ハンドホールから接続した鞘管および保護管の他端部が互いに近接した
とき、各鞘管の少なくとも一方を、ベルマウス付ソケットの内部でハンドホール側にスラ
イドさせ、前記接近した相互の鞘管で形成された間隔にほゞ等しい長さの連結用鞘管によ
って両側から延出してきた鞘管同士を、前記スライドさせた鞘管のベルマウス付ソケット
内での引き戻しにより接続し、ついで連設によって接近した少なくとも一方の保護管をス
ライドさせて両側から延出してきた保護管の先端部同士を機密に接続することを特徴とす
るものである。
【０００８】
【発明の実施の形態】
この発明のケーブル用管路は、地中に所要の距離をおいて設置した複数のハンドホールと
、各ハンドホールの接続側の壁面に設けられるベルブロックと、前記ハンドホール間にケ
ーブルを敷設するための複数の鞘管と、これら複数の鞘管を保護するための保護管とから
構成されるもので、前記鞘管および保護管はそれぞれ所要長さのものを順次接続してハン
ドホール間に架設するものである。
【０００９】
前記ハンドホールはレジンコンクリートやコンクリートなどによって形成されるもので、
基本的には上部が開口するハンドホール主体と、前記開口部を閉止する蓋体から構成され
、接続側の壁面（両方向の場合には対向するそれぞれの壁面）にベルブロックを固着する
ための取付孔が形成されている。
【００１０】
このハンドホールに固着されるベルブロックは、所要の径と長さとを有する円筒体からな
るベルマウス付ソケットの複数を、基本的には所要の間隔を存して平行に、たとえば同一
円周上に所要の間隔を存して配置し、これらをレジンコンクリートによって一体的に結合
したもので、少なくとも前記各ベルマウス付ソケットの一端部をベルブロックの一端面か
ら所要の長さ分突出させて形成されるが、結合するベルマウス付ソケットの本数について
は特段の制限はない。
【００１１】
このベルブロックを構成する各ベルマウス付ソケットの材質については特段の制限はない
が、加工性や耐用年数など種々の条件を考慮すると、塩化ビニル樹脂などのプラスチック
を使用することが好ましく、その長さや径についても適宜選択して使用することができる
。
【００１２】
前記各ベルマウス付ソケットは、少なくとも前記ハンドホールの接続側の壁面に装着され
る内部の径をその余の内径よりも縮径されて段部を形成し、反対側から挿入される前記鞘
管がハンドホール側に突出しないよう形成することが好ましく、かつハンドホール側の開
口部はケーブルを円滑に挿入することができるようラッパ状のガイド部を形成することが
好ましい。
【００１３】
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ケーブルを挿通保持するための鞘管は硬質の塩化ビニル樹脂などのプラスチックで形成さ
れ、この鞘管の複数を囲繞して保護する保護管は難燃性のポリエチレンやポリプロピレン
によって形成されるが、この保護管は内側をストレートな管で形成し、外側を螺旋もしく
は凹条と凸条とによる管を一体化したいわゆるコルゲート管で構成することによって土圧
に耐えることができるので、使用上好ましい態様である。
【００１４】
【作用】
この発明のケーブル用管路は、個々のケーブルを直接挿通する鞘管の複数を単一の保護管
に収容して各ハンドホール間を繋ぐことによってケーブルを実質的二重に保護するため、
堅牢で安全性の高い管路とすることができるものである。
【００１５】
この発明のケーブル用管路の構築法は、ケーブルを挿通するための鞘管をハンドホールの
接続側の壁面に固定したベルブロックに設けたベルマウス付ソケット内に、これら鞘管の
複数を同時に保護する保護管を前記ベルブロックの外周部にそれぞれスライド可能に保持
させ、これら鞘管と保護管を接続方向にスライドさせてやり取りすることによって、これ
ら鞘管と保護管の最終的な管路の接続を遺漏なく完全に行うことができる。
【００１６】
【実施例】
以下、この発明のケーブル用管路とその構築法として、光ファイバーケーブル用の管路と
該管路の構築法の実施例について添付の図面に基づいて具体的に説明する。
図１はこの発明の光ファイバーケーブル用管路の構築を略示した縦断面図であって、光フ
ァイバーケーブル用管路１（以下「管路１」という。）は、通信網を構築せんとする地中
に所要の距離を存して設置したレジンコンクリート製の内部が中空なハンドホール２，２
と、該ハンドホール２，２間を繋ぎ、内部に光ファイバーケーブル（図示せず）を挿通す
る複数の鞘管３（図では１本として示してある）と、これら複数の鞘管３をまとめて収容
してハンドホール２，２間に設けられる保護管４とから構成されるものである。
【００１７】
光ファイバーケーブルの複数を個別に保持するための鞘管３は硬質の塩化ビニル樹脂管で
、該鞘管３の複数をまとめて収容する保護管４は難燃性のポリエチレンまたはポリプロピ
レンによってそれぞれ形成し、保護管４は土圧に耐えるようにするためストレートな管の
外側に凹凸条による管を一体化した、いわゆるコルゲート管で構成している。
【００１８】
これら鞘管３と保護管４のハンドホール２の部分の取り付けは、図２および図３に示すベ
ルブロック５を使用することによって行われる。
【００１９】
このベルブロック５は所要の径と長さを有する円筒体からなる複数のベルマウス付ソケッ
ト６，６，・・・（図３では６本）を同一円周上に均等な間隔で配置し、各ベルマウス付
ソケット６，６・・・・の基端部を揃え、かつ先端部のみが所要の長さ分突出するようレ
ジンコンクリートによって円筒状に一体的に結束したもので、その基端部を前記ハンドホ
ール２の連結方向に位置する壁面に形成された取付孔にその端面がベルブロック５内に突
出しない状態で挿通してレジンコンクリートを使用して固着したもので、前記鞘管３と保
護管４の連結方向へのスライドによるやり取りを有利にするためにその長さを比較的長く
している。
【００２０】
図２で明らかなように、このベルブロック５を構成する各ベルマウス付ソケット６は、ハ
ンドホール２側に位置する開口部の内周面に内側から外側に拡径するガイド部９が形成さ
れ、該開口部から先端側に向けて所要の長さ分を残し、その余のベルマウス付ソケット６
内の径を拡径させて鞘管スライド部７とし、ベルブロック５から突出した先端部の外周を
リング状に膨出させ、内部に特殊形状のゴム輪を保持することのできるゴム輪保持部８を
設けたもので、前記鞘管スライド部７とガイド部９の外面には砂付け加工を施してレジン
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コンクリートとの馴染みをよくしている。
【００２１】
前記ハンドホール２，２の間における各鞘管３の相互の接続は、別製の中央内周にストッ
パーとしての突条１３ａを設けたソケット部材１３，１３によって、各保護管４の接続は
、一方の保護管４の端面部に形成された雌の受け口１１に接続せんとする保護管４の端面
部に形成された雄の受口１２を係合させることによって行う。（図４参照）
【００２２】
このベルブロック５に設けた各ベルマウス付ソケット６の鞘管スライド部７内にそれぞれ
鞘管３の一端部を挿入すると、各鞘管３の端部はそれぞれベルマウス付ソケット６の膨出
部８内に装着されたゴム輪１０によって緊密に保持される。
【００２３】
ついで、前記各鞘管３，３・・・を囲繞して保護管４を装着し、該保護管４の基端部を前
記ハンドホール２の壁面から突出したベルブロック５の外周部に装着し、先端部がハンド
ホール２の壁面に当接するまで挿入する。
【００２４】
一方、図１に示すように所要の距離を存して配置した他のハンドホール２にも前記と同様
にしてベルブロック５を介して鞘管３と保護管４を装着するが、保護管４，４同士の接続
は、先に述べたように一方の保護管４の端部に設けた雌の受け口１１に、他方の保護管４
の端部に設けた凹凸条を有する雄の受け口１２を嵌入し、凹凸条間に介在させたゴム輪の
パッキング１５と、抜け止め用のロックリング１５ａによって気密かつ緊密に接続する。
【００２５】
かくして図４に示すように、両ハンドホール２，２からの順次接続をしながら各先端部が
互いに接近して所定の間隔で対峙すると、対向した各鞘管３，３の各先端部にそれぞれソ
ケット部材１３，１３を装着したのち、別個の鞘管を切断して双方のソケット部材１３，
１３の中央の突条１３ａまでの間隔に等しい長さの短い連結用鞘管１４を準備し、一方の
鞘管３（図４において右側）を矢視の方向にスライドさせて対峙する両鞘管３，３の間隔
を広げる。
【００２６】
このスライドは鞘管３をベルマウス付ソケット６内に形成した鞘管スライド部７の範囲内
で行うことができるよう構成されているが、図４の場合はソケット部材１３の長さの分だ
け右方にスライドさせればよく、これによって両ソケット部材１３，１３の間に連結用鞘
管１４を介在させることができる。
その際、スライド移動する鞘管３はハンドホール２近傍の内部が縮径されているため、そ
の先端面以上はハンドホール２側への移動は阻止される。
【００２７】
なお、この操作において、各保護管４，４は前記連結用鞘管１４の介在の妨げにならない
程度の間隔を保持させておく。
【００２８】
ついで、図５に示すように前記鞘管３の一方側へのスライドによって広がった間隔の部分
に連結用鞘管１４を介在させ、該連結用鞘管１４の一方の端部を一方のソケット部材１３
に取付け、ついで鞘管３を元の位置（図５において左方向）へ引っ張って、連結用鞘管１
４の他方の端部を他方のソケット部材１３に取り付けることによって鞘管３，３・・・・
を一体的に連結することができる。
この最終段階において、鞘管３の末端位置はベルマウス付ソケット６における元の鞘管ス
ライド部７の位置に復帰する。
【００２９】
なお、図示しないが、前記の鞘管３に代えて一端開口部に接続せんとする他の鞘管の端部
を挿入しうる拡径部を形成し、この拡径部の一部を外方に向けてリング状に膨出させて内
部に特殊形状のゴム輪を保持することのできるゴム輪保持部を形成した雌の受口を設けた
鞘管を使用し、これら鞘管の雌の受口に他の鞘管の端部を挿入して前記鞘管の接続を行い
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、両側のハンドホールから接続して接近した鞘管の端部を前記雌の受口で対向させ、対向
した雌の受口の双方に前記連結用鞘管１４の両端を保持させて一体的に連結することがで
きる。
【００３０】
かくて６本の鞘管３，３・・・の接続を終えたのち、図６に示すように、保護管４を矢視
のとおり左方にスライドさせて、雌の受口１１内に他の保護管４の雄の受口１２を嵌入さ
せることにより、雄の受口１２の凹凸条に介在させたパッキング１５とロックリング１５
ａで気密に接続して一つの管路を形成する。
【００３１】
なお、前記保護管４はハンドホール２の壁面に固定されておらず、ベルブロック５に対し
てもスライド自在であるため、鞘管３，３同士の接続によって少なくとも一方の保護管４
の端面が図６に示すようにハンドホール２の壁面から離れるが、設置後にレジンコンクリ
ートによって固めて気密を保持するものである。
【００３２】
前記鞘管３と保護管４のスライドは、上記のとおりいずれか一方の鞘管や保護管をスライ
ドさせてもよく、また双方の鞘管や保護管をスライドさせることによっても達成すること
ができる。
【００３３】
かくして形成した管路は、一方のハンドホール２から各鞘管３内に光ファイバーケーブル
を挿入して他方のハンドホール２から引き出し、順次これを実施することによって所期の
とおり光ファイバーケーブルによる通信網を地中に敷設することができる。
【００３４】
【発明の効果】
この発明のケーブル用管路は、個々のケーブルを直接挿通するき鞘管の複数を単一の保護
管にまとめて収容して構成し、これを前記鞘管を挿通保持するベルマウス付ソケットを設
けたベルブロックを介して各ハンドホール間に繋ぐことによってケーブルを鞘管と保護管
とにより実質的二重に保護して堅牢で安全性の高い管路とすることができる。
【００３５】
一方、この発明のケーブル用管路の構築法は、前記鞘管と保護管のハンドホールの取付け
をハンドホールの側壁に固定したベルブロックを介して鞘管をベルブロックに設けたベル
マウス付ソケットとの間でスライド可能とし、保護管をベルブロックの外周との間でスラ
イド可能として、両者の管のスライドによるやり取りでこれら鞘管と保護管の最終的な管
路の接続を遺漏なく完全に行うことができるものである。
【００３６】
この発明のケーブル用管路とその構築法は、電力ケーブル、通信ケーブルおよび光ファイ
バーケーブルなどの各種のケーブルの地中構築のための管路とその構築法として有用であ
るが、中でも光ファイバーケーブルによる通信網のための管路とその構築法に利用して特
に優れた有用性を発揮するものである。
【図面の簡単な説明】
【図１】この発明におけるケーブル用管路として光ファイバーケーブル用管路の構築を略
示した縦断面図である。
【図２】図１の光ファイバーケーブル用の管路に用いるベルブロックの一部切欠側面図で
ある。
【図３】図２の側面図である。
【図４】図１の光ファイバーケーブル用管路の構築のステップを示し、鞘管の取付直前の
状態の部分縦断面図である。
【図５】同じく鞘管の接続直後の状態の部分縦断面図である。
【図６】同じく鞘管の接続を終わり、保護管の接続を終わった後の状態の部分縦断面図で
ある。
【符号の説明】
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１　　　　光ファイバーケーブル用管路
２　　　　ハンドホール
３　　　　鞘管
４　　　　保護管
５　　　　ベルブロック
６　　　　ベルマウス付ソケット
７　　　　鞘管スライド部
１３　　　　ソケット部材
１４　　　　連結用鞘管

【図１】 【図２】

【図３】
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【図６】
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